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―コンテンツ規律について―
ポイント１
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規律との親和性

ヒアリングポイント１ 新法において「メディアサービス（
仮称）」と定義されるものの範囲について

通信 「W b2 0」の登場 利用者参加型 ンテンツ 利用者は 事業者

仮称）」と定義されるものの範囲について
→従来の放送の概念にとどめる方向性に賛成

通信： ・「Web2.0」の登場→利用者参加型コンテンツ。利用者は、事業者
から提供される情報を利用するだけでなく、自ら情報発信するよう
になる。利用者参加によって当該コンテンツは完成度の高いサー
ビビスへと進化している。規律を守ることのできる事業者のみによっ
てコンテンツが流されている訳ではないのが現状。
・１度に流せる情報量は膨大であり、コントロール可能性がない。

放送： ・番組準則（放送法3条の2第1項）、番組調和原則（放送法3条の2
第2項）、番組基準の策定（放送法3条の3）、番組審議機関の設置
（放送法3条の4）、一般放送事業者（いわゆる民放）に対する広告（放送法3条の4）、 般放送事業者（いわゆる民放）に対する広告
放送（放送法51条の2）、候補者放送（放送法52条）、学校向け放送
での広告（放送法52条の2）、番組供給協定の制限（放送法52条の
3）等 多くの規律あるが その対象となるのはすべて事業者
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3）等、多くの規律あるが、その対象となるのはすべて事業者。
・１度に流せる情報量は限定的であり、コントロール可能である。



利用者とともに作られ
るコンテンツサ ビス例るコンテンツサービス例

①
Yahoo!ニュース

4



利用者とともに作られ
るコンテンツサービス例

②②
Yahoo!知恵袋
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テ 規律に い―コンテンツ規律について―
ポイント２、３、４、５、６
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インターネット登場前と登場後

放送 １：n 通信 １：１ インターネット n：n

ネ 網電話通信網
（通話が中心）

アナログ放送
受信のみ

インターネット網

受信のみ
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主にアナログや通信帯域の技術的制約により
それぞれが独立したサービス/マーケットであった



デジタル放送・高速ブロードバンド時代の放送と通信

１つのデジタル機器（媒体）で放送も通信も利用できる１つのデジタル機器（媒体）で放送も通信も利用できる
ユビキタスな環境ユビキタスな環境ビキタスな環境ビキタスな環境

→デジタルデバイスにおいてはすでに放送・通信の境界はなくなりつつある

インターネット網
（動画配信を含む多様なサービス）

デジタル放送

どんなパソコンでも どんな携帯でもどんなデジタルＴＶでも 将来はカーナビもどんなパソコンでも どんな携帯でもどんなデジタルＴＶでも 将来はカ ナビも
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デジタル時代のコンテンツ・伝送路・デバイス

放送（1:n）とインターネット（n:n）におけるコンテンツ流通特性の違いによらず、コ
ンテンツ・伝送路・デバイスの流通組み合わせが自由であると、コンテンツ権利

デジタル・
コンテンツ 放送コンテンツ

者・利用者の利便性は高まる

インターネット上のコンテンツ
権利者

コンテンツ 放送コンテンツ インタ ネット上のコンテンツ

インターネット網

（動画配信を含む多様なサービス）

デジタル放送
デジタル・
伝送路

デジタル・
デバイス ＤＴＶ パソコン モバイル カーナビ

9コンテンツも含めたユビキタスな世界が無限に広がる大きなマーケットにコンテンツも含めたユビキタスな世界が無限に広がる大きなマーケットに

利用者



そのためにそのために、

ヒアリングポイント２ 通信と放送の事業展開をシームレ
スに行うことができる規律であることを要望。コンテンツ・
伝送路・デバイスの流通組み合わせを自由に行うことの
できる法制度が必要。

ヒアリングポイント３ TV画像をIPベースで流すための
プロトコルの仕様は、オープンであるべき。
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ヒアリングポイント４ 放送 ンテンツを通信 ンテンツと

さらに、

ヒアリングポイント４ 放送コンテンツを通信コンテンツと
しても使いやすくするための枠組みの整備を要望。

―現状―
・コンテンツには、創作者の著作権のほか実演家（ドラマに出演している俳
優や歌手など）の権利も含まれており 放送コンテンツの権利者（通常は優や歌手など）の権利も含まれており、放送コンテンツの権利者（通常は
放送局）は、「実演家らから許諾されているのは放送コンテンツに利用する
権利だけであり、放送以外のコンテンツに利用するためには別途許諾を取
り直さなければならず それは困難である」とし 放送コンテンツを通信コンり直さなければならず、それは困難である」とし、放送コンテンツを通信コン
テンツとして利用することが、実質上難しい。
・たとえば、放送コンテンツを創作するにあたっては、あらゆる権利者から
許諾を得る際に 通信 とし も利用 きるような内容 許諾を得許諾を得る際に、通信コンテンツとしても利用できるような内容の許諾を得
ることを「情報通信法（仮称）」に定めるなど、なんらかの枠組みが整備され
れば、視聴者は、放送で見損ねたコンテンツを通信を通して（動画投稿サ
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イトに違法にアップされているものではなく）合法な形で視聴できる可能性
が高まる。



ヒアリングポイント５ １：１の通信を想定して作られてい
る電気通信事業法において、n:nのインターネットを通信とる電気通信事業法において、n:nのインタ ネットを通信と

同様の厳格な規定で考えることに無理はないか、再検討
が必要。が必要。

―現状―
・電気通信事業法第28条に基づき、重大事故や通信の秘密事故が発生し電気通信事業法第28条に基づき、重大事故や通信の秘密事故が発生し
た場合、総務大臣に報告を行う必要がある。
・たとえば、重大事故の基準は、電気通信事業法施行規則第58条によって
以下のものが該当することとなる 電話であれば滅多に該当しない重大事以下のものが該当することとなる。電話であれば滅多に該当しない重大事
故ともいえるかもしれないが、電子メールにもこれをそのままあてはめるの
は適切か。
電気通信設備の故障により電気通信役務の全部又は一部（付加的な機能の提供に係るものを除く ）の提電気通信設備の故障により電気通信役務の全部又は 部（付加的な機能の提供に係るものを除く。）の提
供を停止又は品質を低下させた事故（他の電気通信事業者の電気通信設備の故障によるものを含む。）で
あつて、次のいずれにも該当するもの
イ 当該電気通信役務の提供の停止又は品質の低下を受けた利用者の数が三万以上のもの（総務大臣
が当該利用者の数の把握が困難であると認めるものにあつては 総務大臣が別に告示する基準に該当す
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が当該利用者の数の把握が困難であると認めるものにあつては、総務大臣が別に告示する基準に該当す
るもの）
ロ 当該電気通信役務の提供の停止時間又は品質の低下の時間が二時間以上のもの



ヒアリングポイント６ 「通信の秘密」のあり方について、
再検討が必要再検討が必要。

現状―現状―
・電子掲示板のように多数向けに発信されるものについて、不適切な書き
込みがあった場合にも、通信の秘密の観点から、発信者情報開示が厳格
にならざるを得ず現在 プ バイダ責任制限法 は 救済が十分に行なにならざるを得ず現在のプロバイダ責任制限法では、救済が十分に行な
われにくい実態がある。

・サービスの多様化の中で当事者間の通信のように見えながらも、サービ
スレベルの維持や防犯上の必要性から事業者が遣り取りを常時監視する
必要のあるものが登場してきており、通信の秘密を厳格に維持することが
困難となっている実態がある。実

・迷惑メール対策のため、事業者で迷惑メールの内容を解析して有効な手
段を講じたくても、通信の秘密の観点から迷惑メールの内容を解析するこ
とには制約があり、十分な対策を打てないのが実態である。
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とには制約があり、十分な対策を打てないのが実態である。



オ プ メデ テ―オープンメディアコンテンツ
（仮称）の規律について（仮称）の規律について―

ポイ トポイント７
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特定電気通信による情報の流通
によって権利の侵害があった場合によって権利の侵害があった場合

民事的責任 刑事的責任民事的責任 刑事的責任

特別な手当てなし・・・
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通信・放送の総合的な法体系に関する検討委員会
第1回 資料６のP.32 より



ヒアリングポイント７ 刑事責任の免責または幇助犯規ヒアリングポイント 刑事責任の免責または幇助犯規
定の適用範囲の明確化が必要。

―現状―
インターネットにおける情報の仲介者がありとあらゆる法律を熟視して全て情 法
のコンテンツの適法性を確保することを仲介者に期待するのは現実的に
不可能である。一方で、刑法の「幇助犯」の規定は、「開かれた構成要件」
になっていて、文理上、適用範囲が極めて広く読めてしまう。それらを、捜になっていて、文理上、適用範囲が極めて広く読めてしまう。それらを、捜
査機関の運用だけに委ねていると、仲介者が萎縮し、ひいては国民が新し
いサービスを享受できないことにもつながり得る。
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参考 2008/05/25, 日本経済新聞 朝刊, 35ページ

「学校裏サイト」と呼ばれるインターネットの掲示板に中傷する書き
込みをされた大阪市内の女子中学生が、削除依頼に迅速に応じな
かったとして、掲示板の管理人に二百二十万円の損害賠償を求め
た訴訟の判決で、大阪地裁は二十四日までに、慰謝料など五十五
万円の支払いを命じた 山下郁夫裁判長は「管理人の責任は間接万円の支払いを命じた。山下郁夫裁判長は「管理人の責任は間接
的、限定的だが、実名を挙げての中傷があった場合、被害が現実
の学校生活にも及ぶことが容易に予想できたのに、削除など被害の学校生活にも及ぶことが容易に予想できたのに、削除など被害
拡大を防ぐ管理義務を怠った」と指摘した。判決によると、二〇〇六
年八月、女子中学生を「ブス」「うざい」などと中傷する書き込みがあ
り、管理人は同九月に削除依頼を受けたが、同十月まで放置。女子
中学生はショックを受けて転校し、塾もやめた。

この問題では 大阪府警が管理人を名誉棄損ほう助容疑で書類
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この問題では、大阪府警が管理人を名誉棄損ほう助容疑で書類
送検したが、その後、嫌疑不十分で不起訴となっている。



ご清聴、ありがとうございました。
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